
１　ＰＬＡＮ（目的・概要）

２　ＤＯ（実施）

事業費

人員 正規職員

　 嘱託職員

　 人件費相当額

事業費・人件費の合計

３　ＣＨＥＣＫ（検証） →予算ベース

４　ＡＣＴＩＯＮ（取組）　
事務事業の方向性

備考（指標の算定方法など）22

0

会議を開催することにより、共有化できた情報や課
題の件数を合計します。

備考（指標の算定方法など）

目標

実績

政策名

連絡先

434

21年度の実施内容
【及び22年度の実施予定】

千円

単位

コード

2-03-11-01
2ものづくりの港

平成22年度　事務事業シート

人

年度

3

件

2,635

434

単位 目標

千円

決算ベース（Ｈ21は見込）←

効
率
性

有
効
性

必
要
性

経済性

受益者負担の適正性

実施主体の妥当性

内容の妥当性

利用者などの
対象者ニーズ

成果の達成度

目的・水準の妥当性

19 20 21

2,631 944

944

単位

1

3

0 1

1

0.00

活動指標 21年度

会議の開催回数
1

19 20

0

組合関与の必要性

共有化した情報や
課題

成果指標

観点

基本施策名

22

01名古屋港産業情報ネットワーク会議の開催

11企業の新たな事業展開を支援する

千円

人 0.05 0.30

4

個別施策名

実績回

目標 1単位

概要

目的

事務事業名

0

最終目標 21

0 0

0.11 0.00

0

3 3

最終目標 21

実績 0

有 ・ 無

課題の有無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

有 ・ 無

0.0

0

実績

達成率（％）

実施義務

052-654-7969

地域産業活性化プラン～名古屋港の戦略的な活用から（平成14年度名古屋商工会
議所）の実現に向け、各自治体の抱える課題を共有し、対応策を検討する場として、
会議を開催します。

        　有          無

平成15～継続（完了）※

※「その他特記事項」参照

隣接市町村の関係者と企業の新たな事業展開についての情報や課題を共有化しま
す。

事業期間

根拠法令
・要綱等

責任者
企画調整室
企画担当課長

03産業の高度化・新展開・創出

有 ・ 無

0.0 133.3

単位 目標

有 ・ 無

有 ・ 無

縮小

連携担当課

維持 拡大

コスト

4

取組の方向性 （「継続」・「延伸」事業のみ）

成
果

今後は他の協議会等に参加するなど、既に構築されている仕組みを有効活用し、関係者との情報共有を
進めていきます。

　　　　　今後の取組内容
　　　　　　・改善策
　　　　　　・スケジュールの建て直し等

判断の理由

縮小
維持

昨年度の評価として、会議形式での情報共有化には限界があり、成果の発揮度が低く、本組合が主体となる点に再考の余
地があるとされたため、平成21年度は会議を開催せず、各団体に企業誘致の状況や産業振興策についてヒアリングを実施
しました。平成22年度以降は本会議を休止とし、他の協議会等の活用を図ることで、情報や課題の共有化を図っていきま
す。

拡大

・本会議は、地域産業の施策展開についての情報交換の場として開催することとなっ
ていますが、産業立地や企業誘致については、他の協議会を通じて関係団体間で情
報共有が図る仕組みが構築されているため、本会議を活用した情報共有を行なう必
要性が低くなっています。

・会議形式による情報や課題の共有化は、一般的な内容に限定されるため、個々の
具体策について検討を行う際には、個別で検討していく必要があります。

・情報共有化を目的とする他の協議会等の活用を図ることで、経済性を高めていくこ
とが必要です。

「継続事業」の完了理由：
県の協議会の活用によ
り、さらなる効果向上を図
るよう21年度に休止とした
ため。

その他特記事項現状の「見える化」

達成率（％）

建設整備事業一般事務事業 建設整備事業一般事務事業 建設整備事業一般事務事業
計画化 事業化 事業 管理

事務事業の段階

継続

延伸

22年度で終了

休廃止

✔

✔

   平成21年度完了


	一般事務事業

